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議案第８４号

専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別冊のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。

専決第２号 平成３０年度白河市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第８５号

白河市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例

白河市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年白河

市条例第３９号）の一部を次のように改正する。

別表投票所の投票管理者の項中「１２，６００円」を「１２，８００円」に改め、同表

期日前投票所の投票管理者の項中「１１，１００円」を「１１，３００円」に改め、同表

投票所の投票立会人の項中「１０，７００円」を「１０，９００円」に改め、同表期日前

投票所の投票立会人の項中「９，５００円」を「９，６００円」に改め、同表開票管理者

の項中「１０，６００円」を「１０，８００円」に改め、同表開票立会人の項中「８，８

００円」を「８，９００円」に改め、同表選挙長の項中「１０，６００円」を「１０，８

００円」に改め、同表選挙立会人の項中「８，８００円」を「８，９００円」に改め、同

表に備考として次のように加える。

備考 投票所の投票管理者、期日前投票所の投票管理者、投票所の投票立会人及び期日

前投票所の投票立会人が公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第４０条第１項た

だし書の規定により開閉時刻を変更した投票所若しくは同法第４８条の２第６項の規

定により読み替えて適用される同法第４０条第１項ただし書の規定により開閉時刻を

変更した期日前投票所で従事した場合又は投票所の投票立会人及び期日前投票所の投

票立会人が同一日で交代した場合の報酬の額は、この表に規定する報酬の額に従事し

た時間数を投票所にあっては１３で、期日前投票所にあっては１１．５で除して得た

数を乗じ、１００円未満の端数を切り捨てた額とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の白河市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関

する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後その期日を公

示され又は告示される選挙について適用し、施行日の前日までにその期日を公示され又

は告示された選挙については、なお従前の例による。

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第８６号

白河市税条例等の一部を改正する条例

（白河市税条例の一部改正）

第１条 白河市税条例（平成１７年白河市条例第７２号）の一部を次のように改正する。

第３４条の７第１項中「においては、法第３１４条の７第１項」を「には、同項」に、

「同項第１号に掲げる寄附金」を「同条第２項に規定する特例控除対象寄附金」に改め、

同条第２項中「第３１４条の７第２項」を「第３１４条の７第１１項」に改める。

附則第６条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。

附則第７条の３の２第１項中「平成４３年度」を「令和１５年度」に、「平成３３年」

を「令和３年」に、「附則第５条の４の２第６項（同条第９項」を「附則第５条の４の

２第５項（同条第７項」に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「第１項の規定の適

用が」を「前項の規定の適用が」に改め、同項を同条第２項とする。

附則第７条の４中「第３１４条の７第２項第２号」を「第３１４条の７第１１項第２

号」に改める。

附則第８条第１項中「平成３３年度」を「令和３年度」に改める。

附則第９条の前の見出し中「寄附金控除額」を「寄附金税額控除」に改め、同条第１

項中「によって」を「により」に、「第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金」を

「第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金」に、「地方団体に対する寄附

金」を「特例控除対象寄附金」に、「地方団体の長」を「都道府県の知事又は市町村若

しくは特別区の長（次項及び第３項において「都道府県知事等」という。）」に改め、

同条第２項及び第３項中「地方団体の長」を「都道府県知事等」に改める。

附則第９条の２中「地方団体に対する寄附金」を「特例控除対象寄附金」に、「にお

いては」を「には」に改める。

附則第１０条の２第４項中「附則第１５条第３２項第１号イ」を「附則第１５条第３

３項第１号イ」に改め、同条第５項中「附則第１５条第３２項第１号ロ」を「附則第１

５条第３３項第１号ロ」に改め、同条第６項中「附則第１５条第３２項第１号ハ」を「附

則第１５条第３３項第１号ハ」に改め、同条第７項中「附則第１５条第３２項第１号ニ」

を「附則第１５条第３３項第１号ニ」改め、同条第８項中「附則第１５条第３２項第１

号ホ」を「附則第１５条第３３項第１号ホ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第３

２項第２号イ」を「附則第１５条第３３項第２号イ」に改め、同条第１０項中「附則第

１５条第３２項第２号ロ」を「附則第１５条第３３項第２号ロ」に改め、同条第１１項

中「附則第１５条第３２項第３号イ」を「附則第１５条第３３項第３号イ」に改め、同

条第１２項中「附則第１５条第３２項第３号ロ」を「附則第１５条第３３項第３号ロ」

に改め、同条第１３項中「附則第１５条第３２項第３号ハ」を「附則第１５条第３３項

第３号ハ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第４３項」を「附則第１５条第４４

項」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４５項」に

改め、同条第１６項中「附則第１５条第４６項」を「附則第１５条第４７項」に改める。
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附則第１０条の３第１２項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則第１２条第１

７項」を「附則第１２条第１９項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１０項第

５号中「附則第１２条第２９項」を「附則第１２条第３１項」に改め、同項を同条第１

１項とし、同条第９項を同条第１０項とし、同条第８項第５号中「附則第１２条第２９

項」を「附則第１２条第３１項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第７項第４号中

「附則第１２条第２１項」を「附則第１２条第２３項」に改め、同項第６号中「附則第

１２条第２２項」を「附則第１２条第２４項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第

６項中「附則第１２条第１７項」を「附則第１２条第１９項」に改め、同項を同条第７

項とし、同条第５項の次に次の１項を加える。

６ 法附則第１５条の８第４項の家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書

に令附則第１２条第１６項に規定する従前の家屋について移転補償金を受けたことを

証する書類を添付して市長に提出しなければならない。

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法

人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日

附則第１６条第１項中「法附則第３０条第１項」を「平成１８年３月３１日までに初

めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定（次項から第４項

までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた法附則第３０条第１項」に、「当

該軽自動車が初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定

（以下この条において「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算して１４年

を経過した月の属する年度以後の年度分」を「平成３１年度分」に改め、同条第２項か

ら第４項までを削り、同条第５項中「附則第３０条第６項第１号及び第２号」を「附則

第３０条第２項第１号及び第２号」に、「第２項の表」を「次の表」に改め、同項に次

の表を加える。

第２号ア ３，９００円 １，０００円

６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

３，８００円 １，０００円

５，０００円 １，３００円

附則第１６条第５項を同条第２項とし、同条第６項中「附則第３０条第７項第１号及

び第２号」を「附則第３０条第３項第１号及び第２号」に改め、「以上の軽自動車」の

次に「（ガソリンを内燃機関の燃料として用いるものに限る。以下この項及び次項にお

いて同じ。）」を加え、「第３項の表」を「次の表」に改め、同項に次の表を加える。

第２号ア ３，９００円 ２，０００円

６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円
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附則第１６条第６項を同条第３項とし、同条第７項中「附則第３０条第８項第１号及

び第２号」を「附則第３０条第４項第１号及び第２号」に、「第４項の表」を「次の表」

に改め、同項に次の表を加える。

第２号ア ３，９００円 ３，０００円

６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

附則第１６条第７項を同条第４項とする。

附則第１６条の２第１項中「第７項」を「第４項」に改める。

附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。

附則第２２条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に改め、同条第３項中「の

各号」を削り、同項第１号中「及び氏名」の次に「又は名称」を加え、同条第４項中「仮

換地等（」を「特定仮換地等（」に、「仮換地等」」を「特定仮換地等」」に、「仮換地

等納税義務者」を「特定仮換地等納税義務者」に、「仮換地等の」を「特定仮換地等の」

に、「仮換地等に」を「特定仮換地等に」改める。

附則第２３条中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。

第２条 白河市税条例の一部を次のように改正する。

第３６条の２中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、

第６項の次に次の１項を加える。

７ 第１項又は第５項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税法第１

９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するものが、第１項の

申告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項各号に掲げる事項のうち施行規則

で定めるものについては、施行規則で定める記載によることができる。

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同

条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第３号を同項第４号とし、同

項第２号の次に次の１号を加える。

(3) 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同

条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」に改め、「ならない

者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第２０３条

の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）

の支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者若しく

は単身児童扶養者である者」を加え、「同項の」を「所得税法第２０３条の６第１項に

規定する」に、「同項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改め、同項第３号を

同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

(3) 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨

第３６条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６第２項」に

改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の６第６項」に改める。

第３６条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第８項」を「同条第９項」
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に、「第９項」を「第１０項」に、「においては」を「には」に改める。

附則第１５条の２に次の３項を加える。

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に

関し、三輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項において準用する場合

を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規定を同条第４項にお

いて準用する場合を含む。）の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかどうか

の判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する

国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものと

する。

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境性能割

につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第１５条の４の規定によ

り読み替えられた第８１条の６第１項の納期限（納期限の延長があったときは、その

延長された納期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土

交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該

申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）に

より国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大

臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請をした者又はその一

般承継人を当該不足額に係る三輪以上の軽自動車について法附則第２９条の１１の規

定によりその例によることとされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出すべ

き当該三輪以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規

定を適用する。

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の額は、

同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額

とする。

附則第１５条の２を附則第１５条の２の２とし、附則第１５条の次に次の１条を加え

る。

（軽自動車税の環境性能割の非課税）

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を含む。）

に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条において同じ。）に

対しては、当該三輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１日から令和２年９月３

０日までの間（附則第１５条の６第３項において「特定期間」という。）に行われた

ときに限り、第８０条第１項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さな

い。

附則第１５条の６に次の１項を加える。

３ 自家用の三輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第８１条の４（第２号に

係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の取得が特定期

間に行われたときに限り、これらの規定中「１００分の２」とあるのは、「１００分

の１」とする。

附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指定」の次に

「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を加え、同条に次の
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３項を加える。

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車に対する第８

２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種

別割に限り、当該軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 １，８００円

１０，８００円 ２，７００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，０００円

５，０００円 １，３００円

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３号に規定

するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）

のうち三輪以上のものに対する第８２条の規定の適用については、当該ガソリン軽自

動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令

和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ３，５００円

１０，８００円 ５，４００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，９００円

５，０００円 ２，５００円

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち三輪以上

のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の規定の適用に

ついては、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限

り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ５，２００円

１０，８００円 ８，１００円

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ２，９００円

５，０００円 ３，８００円

附則第１６条の次に次の１条を加える。
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（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、三輪以上の軽自動車が

前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける三輪以上の軽自動車に該当するかど

うかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則第３０条の２第１項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするも

のとする。

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを第８３条

第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において

知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした

者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間

接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受

けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在におけ

る当該不足額に係る三輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種別割に

関する規定（第８７条及び第８８条の規定を除く。）を適用する。

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額は、同項

の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を加算した金額とす

る。

第３条 白河市税条例の一部を次のように改正する。

第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に改める。

附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を加える。

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる三輪以上の軽自動車のうち、自家

用の乗用のものに対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車

税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。

（白河市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第４条 白河市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年白河市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。

第１条の２のうち、白河市税条例附則第１５条の次に５条を加える改正規定（同条例

附則第１５条の６第２項に係る部分に限る。）中「については」の次に「、当分の間」

を加え、同条例附則第１６条第１項の改正規定中「初めて道路運送車両法第６０条第１

項後段の規定による」を「最初の法第４４４条第３項に規定する」を「平成１８年３月

３１日までに初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定

（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた法附則第３０

条第１項」を「法附則第３０条」に、「平成３１年度分」を「当該軽自動車が最初の法

第４４４条第３項に規定する車両番号の指定を受けた月から起算して１４年を経過した
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月の属する年度以後の年度分」に改める。

附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。

附則第４条第２項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。

第５条 白河市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年白河市条例第３１号）の一部

を次のように改正する。

第１条のうち、白河市税条例第４８条第１項の改正規定中「及び第１１項」を「、第

１１項及び第１３項」に改め、同条に３項を加える改正規定中「３項」を「８項」に改

め、同改正規定（同条第１０項に係る部分に限る。）中「次項」の次に「及び第１２項」

を加え、「その他施行規則で定める方法」を削り、同改正規定（同条第１２項に係る部

分に限る。）中「申告は、」の次に「申告書記載事項が」を加え、同改正規定に次のよ

うに加える。

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由により地方税関

係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場合で、かつ、

同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することができると認められる場合にお

いて、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出することについて市長の承認を受

けたときは、当該市長が指定する期間内に行う同項の申告については、前３項の規定

は、適用しない。法人税法第７５条の４第２項の申請書を同項に規定する納税地の所

轄税務署長に提出した第１０項の内国法人が、当該税務署長の承認を受け、又は当該

税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載した施行規則で定める書類を、納税申

告書の提出期限の前日までに、又は納税申告書に添付して当該提出期限までに、市長

に提出した場合における当該税務署長が指定する期間内に行う同項の申告について

も、同様とする。

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用を受けるこ

とが必要となった事情、同項前段の規定による指定を受けようとする期間その他施行

規則で定める事項を記載した申請書に施行規則で定める書類を添付して、当該期間の

開始の日の１５日前までに、これを市長に提出しなければならない。

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人は、第１０項の申告につき第１３項

の規定の適用を受けることをやめようとするときは、その旨その他施行規則で定める

事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第３２１条の８第５

１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの処分又は届出書の提出

があった日の翌日以後の第１３項前段の期間内に行う第１０項の申告については、第

１３項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段

の承認を受けたときは、この限りでない。

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第１５項の届出書の提

出又は法人税法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項

において準用する場合を含む。）の処分があったときは、これらの届出書の提出又は

処分があった日の翌日以後の第１３項後段の期間内に行う第１０項の申告について

は、第１３項後段の規定は適用しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同

項後段の書類を提出したときは、この限りでない。
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附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同

条第５号中「３項を」を「８項を」に、「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」

に改め、同条第６号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同

条第７号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め、同条第８号中「平

成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同条第９号中「平成３４年１

０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。

附則第２条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令

和２年度分」に改め、同条第４項中「第１２項」を「第１７項」に改める。

附則第７条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。

附則第９条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同

条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、同条第３項中

「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。

附則第１１条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、

同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、同条第３項

中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。

附 則

（施行期日等）

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。

(1) 第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第７条の規定 令和元年１０

月１日

(2) 第２条中白河市税条例第３６条の２中第９項を第１０項とし、第８項を第９項と

し、第７項を第８項とし、第６項の次に１項を加える改正規定並びに第３６条の３の

２、第３６条の３の３及び第３６条の４第１項の改正規定並びに附則第３条の規定

令和２年１月１日

(3) 第３条中白河市税条例第２４条の改正規定及び附則第４条の規定 令和３年１月

１日

(4) 第３条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第８条の規定 令和３年４月

１日

２ この条例による改正後の白河市税条例第３４条の７並びに附則第７条の４、第９条

及び第９条の２並びに次条第２項から第４項までの規定は、令和元年６月１日から適

用する。

（市民税に関する経過措置）

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の白河市税条例（以下

「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、令和元年度以後の年度分

の個人の市民税について適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお

従前の例による。

２ 新条例第３４条の７並びに附則第７条の４及び第９条の２の規定は、令和２年度以後

の年度分の個人の市民税について適用し、令和元年度分までの個人の市民税については、

なお従前の例による。
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３ 新条例第３４条の７第１項及び附則第９条の２の規定の適用については、令和２年度

分の個人の市民税に限り、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第３４条の７第１項 特例控除対象寄附金 特例控除対象寄附金又は同条第

１項第１号に掲げる寄附金（令

和元年６月１日前に支出したも

のに限る。）

附則第９条の２ 特例控除対象寄附金 特例控除対象寄附金又は法第３

１４条の７第１項第１号に掲げ

る寄附金（令和元年６月１日前

に支出したものに限る。）

送付 送付又は白河市税条例等の一部

を改正する条例（令和元年白河

市条例第 号）附則第２条第４

項の規定によりなお従前の例に

よることとされる同条例第１条

の規定による改正前の白河市税

条例附則第９条第３項の規定に

よる同条第１項に規定する申告

特例通知書の送付

４ 新条例附則第９条第１項から第３項までの規定は、市民税の所得割の納税義務者が令

和元年６月１日以後に支出する地方税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２

号。以下この項において「改正法」という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金につい

て適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に支出した改正法第１条の規定による

改正前の地方税法第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金については、なお従前の

例による。

第３条 附則第１条第１項第２号に掲げる規定による改正後の白河市税条例（次項及び第

３項において「２年新条例」という。）第３６条の２第７項の規定は、同号に掲げる規

定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申告書を提出する場

合について適用し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同日以後に令和元年度分ま

での個人の市民税に係る申告書を提出する場合については、なお従前の例による。

２ ２年新条例第３６条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、附則第

１条第１項第２号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき白河市税条例第３６

条の２第１項に規定する給与について提出する２年新条例第３６条の３の２第１項及び

第２項に規定する申告書について適用する。

３ ２年新条例第３６条の３の３第１項の規定は、附則第１条第１項第２号に掲げる規定

の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律

第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３号。以下この項

において「新所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（新所
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得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する２年新条

例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用する。

第４条 附則第１条第１項第３号に掲げる規定による改正後の白河市税条例第２４条第１

項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税に

ついて適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第５条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和元年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、平成３０年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

（軽自動車税に関する経過措置）

第６条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、令和元年度分の軽自動車税について

適用し、平成３０年度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。

第７条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１項第１号に掲げる規定による改正

後の白河市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の環境性

能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された三輪以上の軽自動

車に対して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年度以後の年

度分の軽自動車税の種別割について適用する。

第８条 附則第１条第１項第４号に掲げる規定による改正後の白河市税条例の規定は、令

和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分までの軽自

動車税の種別割については、なお従前の例による。

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第８７号

白河市東日本大震災による被災者に対する市税等の減免に

関する条例の一部を改正する条例

白河市東日本大震災による被災者に対する市税等の減免に関する条例（平成２３年白河

市条例第２３号）の一部を次のように改正する。

附則に次の２項を加える。

（令和元年度における国民健康保険税の減免の特例）

２４ 第６条第５号又は第６号に規定する世帯で、次に掲げるものに係る国民健康保険税

に対する第７条の規定の適用については、同条中「、平成２３年度及び平成２４年度」

とあるのは、「及び平成２３年度から令和元年度まで」とする。

(1) 帰還困難区域、居住制限区域又は避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措

置法第２０条第２項の規定による原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域を

いう。）に住所を有していた世帯

(2) 平成２９年４月１日までに指示が解除された緊急時避難準備区域、居住制限区域

若しくは避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措置法第２０条第２項の規定に

よる原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域をいう。）又は指定が解除され

た特定避難勧奨地点に住所を有していた世帯（当該世帯に属する国民健康保険の被保

険者に係る平成３０年の国民健康保険法施行令第２９条の３第２項に規定する基準所

得額の合計額が６００万円を超えるものを除く。）

（令和元年度における介護保険料の減免の特例）

２５ 第８条第４号又は第５号に規定する避難又は退避を行った者で、次に掲げるものに

係る介護保険料に対する第９条の規定の適用については、同条中「、平成２３年度及び

平成２４年度」とあるのは、「及び平成２３年度から令和元年度まで」とする。

(1) 帰還困難区域、居住制限区域又は避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措

置法第２０条第２項の規定による原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域を

いう。）に住所を有していた者

(2) 平成２９年４月１日までに指示が解除された緊急時避難準備区域、居住制限区域

若しくは避難指示解除準備区域（原子力災害対策特別措置法第２０条第２項の規定に

よる原子力災害対策本部長の指示の対象とされた区域をいう。）又は指定が解除され

た特定避難勧奨地点に住所を有していた者（合計所得金額（平成３０年中の法第２９

２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（法附則第３３条の２第５項に規定する

上場株式等に係る配当所得等の金額、法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額、法附則第３４条第４項に規定する課税長期譲渡所得金額（法

第３１４条の２の規定の適用がある場合には、その適用前の金額とする。）、法附則

第３５条第５項に規定する課税短期譲渡所得金額（法第３１４条の２の規定の適用が

ある場合には、その適用前の金額とする。）、法附則第３５条の２第５項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額、法附則第３５条の２の２第５項に規定する上場
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株式等に係る譲渡所得等の金額又は法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額がある場合は、当該金額を含む。）をいう。）が６３３万円以上

のものを除く。）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第８８号

白河市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

白河市国民健康保険税条例（平成２３年白河市条例第２９号）の一部を次のように改正

する。

第２条第２項ただし書中「５８万円」を「６１万円」に改める。

第２３条中「５８万円」を「６１万円」に改め、同条第２号中「２７万５，０００円」

を「２８万円」に改め、同条第３号中「５０万円」を「５１万円」に改める。

第２８条第１項第３号中「（資格取得日の属する月以後２年を経過する月までの間に限

る。）」を削る。

附則第１７項を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の白河市国民健康保険税条例の規定は、令和元年度以降の年度

分の国民健康保険税について適用し、平成３０年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第８９号

小峰城跡（水懸口北面）石垣修復整備工事請負契約につい

て

市は、次のとおり小峰城跡（水懸口北面）石垣修復整備工事請負契約を締結する。

１ 契 約 の 目 的 小峰城跡（水懸口北面）石垣修復整備工事

２ 工 期 議会の議決を得た日の翌日から令和２年３月３１日まで

３ 契 約 金 額 ２９１，５００，０００円

４ 契 約 の 方 法 制限付一般競争入札

５ 契約の相手方 白河市東大沼１７６番地１

株式会社 鈴木建設

代表取締役 鈴 木 清 次

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第９０号

小峰城跡（築出櫓）第２期ほか石垣復旧工事請負契約の一

部変更について

平成３０年６月２２日市議会の議決を受けた議案第９０号小峰城跡（築出櫓）第２期ほ

か石垣復旧工事請負契約についての一部を次のように変更する。

契約金額中「１７９，２８０，０００円」を「１８４，６４２，２００円」に変更する。

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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議案第９１号

損害賠償の額の決定及び和解について

市は、次により、市営住宅の管理瑕疵に伴う漏水事故に係る損害賠償の額を定め、和解

する。

１ 損害賠償の相手方の住所及び氏名

２ 事故の概要

平成３０年１１月２５日関川窪市営住宅 号室において、排水管の経年劣

化により天井から漏水し、同室に入居する 氏の家財に被害を与えた。

３ 損害賠償の額の決定及び和解の内容

(1) 白河市（以下｢甲｣という。）は、 （以下「乙｣という。）に対し、２，２

３０，３７８円の支払義務があることを認め、これを和解成立の日から１か月以内に

乙に支払う。

(2) 乙は、その余の請求をいずれも放棄する。

(3) 甲と乙は、本件に関し、本和解条項に定めるもののほか、甲と乙の間に何らの債

権債務がないことを相互に確認する。

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫
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報告第５号

法人の経営状況について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、市が出資

している法人の経営状況を説明する書類を別冊のとおり提出する。

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

１ 白河地方土地開発公社

２ 公益財団法人白河観光物産協会

３ 株式会社ひがし振興公社

４ 一般社団法人産業サポート白河



報告第６号

平成３０年度白河市継続費繰越しの報告について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定により、平成３０年度白河市一般会計予算の継続費のうちから、次

のとおり令和元年度へ逓次繰り越したので、報告する。

平成３０年度白河市継続費繰越計算書

一般会計

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

国249,729,000

円

15,068,000

15 総務
費

10 総務
管理費

2,554,533,000 1,254,151,000 1,254,151,000

20 小学
校費

庁舎耐震
補強事業

支出金
地方債

108,271,000 4,471,000 103,800,000

翌年度逓次
繰越額

残額
計

左の財源内訳

特定財源

国　県
その他

繰越金

平成30年度継続費予算現額
支出済額
及　　び

支出見込額
事業名項

継続費の

総　　額 予算計上額
前年度逓次

繰越額

249,729,000 98,761,000

款

501,356,000 250,678,000 27,438,000 278,116,000
55 教育
費

1,145,880,000 108,271,000

釜子小学
校建設事
業屋内運
動場等工
事

135,900,00028,387,000

-
2
0

-



報告第７号

平成３０年度白河市繰越明許費繰越しの報告について

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第１項の規定により、平成３０年度白河市一般会計予算及び平成３０年

度白河市公共下水道事業特別会計予算の繰越明許費に係る歳出予算の経費を次のとおり令和元年度へ繰り越したので、同条第２項の

規定により報告する。

平成３０年度白河市繰越明許費繰越計算書

１ 一般会計

円 円 円 円 円 円 円

国

国

県

款 項 事　業　名 金　額 翌年度繰越額

左　の　財　源　内　訳

既収入特定財源
未収入特定財源

一般財源
国県支出金 地 方 債 そ の 他

15 総務費 10 総務管理費

庁舎耐震補強事業 10,805,000 4,544,000 4,544,000

集会所整備事業 42,370,000 42,061,000 35,200,000 6,861,000

20 民生費

10 社会福祉費 プレミアム付商品券事業 4,253,000 4,253,000 4,253,000

20 児童福祉費 待機児童対策事業 100,743,000 100,743,000 50,404,00050,339,000

10 農業費

担い手確保・経営強化支援事業 9,405,000 9,405,000

畜産クラスター事業 1,211,000 1,211,000

1,711,0007,694,000

1,211,000

農業用施設維持管理事業 8,625,000 8,625,000 8,625,000

35 農林水産業費

-
2
1

-



県

県

国

国

国

国

国

国

20 林業費

林地台帳整備事業 9,677,000 9,677,000

ふくしま森林再生事業 83,890,000 83,889,000

9,677,000

11,144,00072,745,000

林業専用道路整備事業 16,420,000 16,410,000 8,040,000 8,370,000

40 商工費 10 商工費 工業団地管理費 11,513,000 11,502,000 11,502,000

45 土木費

20 道路橋りょう
費

道路維持管理事業 39,604,000 15,637,000 15,637,000

道路改良事業（交付金） 305,246,000 261,072,000 139,050,000 113,100,000 8,922,000

410,000 82,000 82,000

40 都市計画費 街路事業（交付金） 44,448,000 41,140,000 15,939,000 23,900,000 1,301,000

単独公共道路改良事業

50 住宅費 公営住宅ストック総合改善事業 72,761,000 72,761,000 29,211,000 29,600,000 13,950,000

50 消防費 10 消防費 消防施設整備事業 37,403,000 37,290,000 33,800,000 3,490,000

55 教育費

20 小学校費 小学校冷房設備設置事業 228,930,000 228,930,000 57,982,000 145,200,000 25,748,000

30 中学校費 中学校冷房設備設置事業 70,920,000 70,920,000 19,457,000 48,000,000 3,463,000

60 災害復旧費

20 公共土木施設
災害復旧費

河川単独災害復旧事業（現年災） 6,630,000 6,630,000 6,600,000 30,000

30 文教施設災害
復旧費

文化財補助災害復旧事業（過年
災）

95,622,000 95,622,000 66,496,000 29,126,000

-
2
2

-



２ 公共下水道事業特別会計

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

円 円 円 円 円 円 円

国

国

既収入特定財源
未収入特定財源

単独（起債）事業 64,138,000

款 項 事　業　名 金　額 翌年度繰越額

左　の　財　源　内　訳

一般財源
国県支出金 地 方 債 そ の 他

10 公共下水道事
業費

10 公共下水道事
業費

管渠（一般）事業 48,614,000 45,912,000 22,907,000 20,600,000 2,405,000

63,856,000 23,500,000 37,000,000 3,356,000

下水道施設等更新事業 80,100,000 80,100,000 36,000,000 2,788,0001,312,000 40,000,000

-
2
3

-



報告第８号

平成３０年度白河市水道事業会計予算の繰越しの報告について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定により、平成３０年度白河市水道事業会計予算のうちから、

次のとおり令和元年度へ繰り越したので、同条第３項の規定により報告する。

平成３０年度白河市水道事業会計予算繰越計算書

令和元年５月２９日提出

白河市長 鈴 木 和 夫

損 益 勘 定
留 保 資 金

円 円 円 円 円 円
一般改良事業
一番町地内ほか
配水管布設替工事

88,388,000 0 88,388,000 88,388,000
国道の復旧方法について、仮復旧から本復旧へ変
更となり、工事量が増え不測の日数を要すること
となったため

一般改良事業
葉ノ木平１工区配
水管布設工事

31,752,000 0 31,752,000 31,752,000
県施工の橋梁工事が遅れることから、年度内での
完了が困難となったため

横町１工区配水管
移設工事

76,205,000 0 76,205,000 33,805,000 県 42,400,000
同工区を施工する下水道工事及びガス工事との工
程調整により、不測の日数を要することとなった
ため

一般改良事業
天神町工区配水管
布設替工事

77,242,000 0 77,242,000 77,242,000
次年度以降に占用を計画していたが、県で当該路
線の舗装工を実施することから、急遽施工をする
こととなり、設計・積算に日数を要したため

一般改良事業
中町工区配水管布
設替工事

114,048,000 0 114,048,000 114,048,000
次年度以降に占用を計画していたが、県で当該路
線の舗装工を実施することから、急遽施工をする
こととなり、設計・積算に日数を要したため

翌年度繰越
額に係る繰
越を要する
たな卸資産
の購入限度額

説 明款 項 事 業 名
予 算

計 上 額

1 資本的
支出

1 建設改
良費

支 払 義 務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

不用額

国県支出金
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